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Ⅰ．はじめに

2020 年２月 27 日、新型コロナウイルスの
感染症の拡大を防ぐため、政府は全国すべて
の小中学校、高校、特別支援学校を３月２日
から春休みまで臨時休業とするよう要請した。
首都圏においては、臨時休業が５月にまで及
び、本格的な学校の再開は７月からとなった
ところも多い。こうしたなか、対面授業の代
替として家庭学習のスタートが余儀なくされ
た。

コロナ禍の家庭学習では、教師が側にいな
い状況での学習を長期間強いることとなった。
文部科学省（2020a）によると、小学校の家
庭学習の状況把握や支援は 91％が電話・
FAX での連絡によるもので、同時双方向型

オンライン指導を実施できたのは８％に留ま
った。答申（文部科学省 2021）においても、
学校の臨時休業中、学校や教師からの指示・
発信がないと、「何をして良いか分からず」
学びを止めてしまうという実態が見られたと
あり、教室と異なる状況での学びの継続が課
題となった。これまでも子どもたちは、教員
が不在の状況で、宿題や授業の予復習等へ取
り組んでいたが、これらは教室で行われる授
業を中心とし、それらに付随するものであっ
た。しかし、コロナ禍で余儀なく課された家
庭学習では、課題への取り組み方、わからな
い問題があったときの対処等について、教師
不在のまま、子ども自身で進めていく必要が
ある。文部科学省は今後、ICT 端末を活用
した家庭学習のための環境整備を進めていく
としており、対面授業と遠隔・オンライン教
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育を組み合わせたハイブリッド化による指導
の充実が目指されることになる（文部科学省 
2020b）。しかし、こうした指導の充実を目
指すにあたっては、ICT 環境の整備が急務
とされる一方、ハード面での整備だけでは不
十分で、子どもたちが自ら学習を進めていけ
るような自己調整学習に向かうサポートが求
められる。自己調整学習とは、学習者たちが
自分たちの目標を達成するために、体系的に
方向づけられた認知、感情、行動を自分で始
め続ける諸過程を意味する（Zimmerman 
and Schunk 2011）。オンライン学習では、
自由に学習できるからこそ、学習者は自己の
学習に責任をもち主体的に資源や方略を調整
しながら学ばなければならず（Barnard et 
al.　2009）、目標を達成し成功する学習者は
自己調整方略を上手に使用できている（Yuk-
selturk and Bulut 2007）との研究や、オン
ライン学習における計画段階での学習支援の
あり方を検討した研究（斎藤ほか 2012）も
ある。ただし、こうしたオンライン学習にお
ける自己調整学習の研究は、大学生を対象に
したものが多く、小学生以下の児童を対象に
し た も の は 見 ら れ な い。Wigfieid et 
al.（2011）は、自己調整スキルとそれに影響
する要因は学年を経るごとに発達していくと
して、学齢の低い子どもを対象とする研究の
必要性を述べている。また、伊藤（1997）は、
小学４年生を対象にした調査でメタ認知が自
己調整学習と学業達成にポジティブな影響を
与えていることを明らかにした上で、小学校
中学年から中学校に焦点を当てた研究の必要
性を指摘している。オンライン学習における
小学生の自己調整学習に焦点を当てた本研究
は、発達段階にあわせた学習支援のあり方を
考える一助になるだろう。 

自己調整学習では、学業的援助要請に関す
る研究が積み重ねられてきているが、それら
が援助要請の対象として想定しているのは主
に教師や友人であった。しかし、学校の教室
に通えず、外出が制限されたコロナ禍では、
教師や友人に援助を要請する機会が大幅に減

少し、保護者が援助要請の対象の中心となら
ざるを得なくなった。本研究は、こうした特
殊な状況下を踏まえ、援助要請の対象として
保護者に注目することにした。

小学校における家庭でのオンライン学習の
先行研究として、反転授業での児童の学習行
動をタイプ化した稲垣・佐藤（2015）や、体
育の授業で撮影した動画の振り返りを行う山
本・坂本（2018）が挙げられる。一方でこれ
らは正課としての対面授業が前提となる家庭
学習であり、コロナ禍に行われた正課の代替
としてのオンライン学習とは条件が異なって
いる。また家庭でのオンライン学習の実態を
調べた調査には、授業者の教員を対象にその
有効性を聞いた山本（2017）があるほか、本
調査と同様に家庭学習に大きな影響力を持つ
保護者を対象とした萩原ほか（2021）がある
が、コロナ禍を前提としていない。未曾有の
コロナ禍において臨時休業となった特殊な環
境であるからこそ、そこでの学習への調査は、
学校での ICT 活用に留まらず、児童の学び
の原理への示唆が見えてくる可能性がある。

本研究の目的は、私立 A 小学校のアンケ
ート調査をもとに、コロナ禍のオンライン学
習で用いられた学習方略に着目しながら、こ
れらが学業成績に及ぼした影響を分析し、オ
ンライン学習で求められる自己調整学習の支
援のあり方について考察することにある。

本研究において、学習方略と学業成績の関
係を検証するために因果モデル（図１）を立
てた。このモデルを立てるにあたっては、佐
藤（2004）の因果モデル「達成目標→調整方
略（柔軟方略・プランニング方略）→処理方
略（作業方略・友人リソース方略）→学業成
績」を参考にした。佐藤（2004）は、「プラ
ンニング方略」から「作業方略」に有意なパ
スが認められること、「作業方略」から「学
業成績」にも有意なパスが認められることを
明らかにした。本研究も「プランニング方
略」が「作業方略」に影響を与えるとするこ
の因果モデルを支持し、オンライン学習にお
ける「作業方略」として「動画視聴方略」を
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位置付けた上で、「プランニング方略→動画
視聴方略」という因果関係を想定した。なお、
オンライン学習前の学業成績を統制するため
に、2019 年学業成績を統制変数として投入
した。

Ⅱ．方法

１．オンライン学習の概要
調査の対象になった私立 A 小学校では、

コロナ禍の臨時休業期間（2020 年４月～６
月）にオンライン学習が実施された。ICT
導入が遅れている状態でコロナ禍を迎えたが、
臨時休業となった当初から学年共通のカリキ
ュラムを作成し、４月から６月の２か月間、
実施した。カリキュラムは児童の学習の様子
を見ながら、表１の通り、３段階で導入した。
結果として、４月から６月までの間に全学年
で 1500 本の動画を児童に配信した。課題の
やりとりに郵便をつかったレベル１から、ア
プリを用いて課題のやり取りの双方向性を模
索したレベル２を経て、レベル３では、１人

１台端末の環境で、週２日の探究活動、週３
日の教科学習、週１回程度のオンライン会議
システム（Zoom）を用いた HR が実施でき
るようになった。探究活動では、総合的な学
習の時間で扱う内容を動画にて配信し、調べ
学習などの課題に取り組むよう指示した。教
科学習では、１コマ 30 分程度（うち、動画
視聴 10 分程度）で取り組める内容を１日５
コマ配信し、課題に取り組むよう指示した。
探究活動、教科学習ともに、課題の配信・回
収は学習支援アプリ（ロイロノート・スクー
ル）を使用した。回収した課題は教員が点検
した後、コメントを加えて返却し、児童にフ
ィードバックできるようにした。Zoom によ
る HR は、クラス内でのコミュニケーション
活動が中心で、オンライン学習の課題提出を
促すような指導は特に行わなかった。レベル
１～レベル３のいずれにおいても、オンライ
ン学習の課題は非同期型であったため、どの
ような時間にどの課題に取り組むかは児童や
保護者に委ねられた。コロナ禍でのオンライ
ン学習ということもあり、学校から児童や保
護者に課題の提出を強く求めなかったが、全

オンライン学習後
学業成績

プランニング方略 動画視聴方略

・自分で計画
・保護者と計画

・繰り返し視聴
・速度を速めて視聴
・必要な部分だけ視聴

オンライン学習前
学業成績

図   因果モデル 

図 1　因果モデル

段階 時期 内　容 形　態

レベル

１

4/13

～4/20

試行的に学年ごとに1日一本程度の動画配信。年度

始まりなので教師紹介や探究など，動機づけの内容

中心．課題のやりとりは郵便を利用．

非同期型，コミュニケーションは一方向性

レベル

２

4/21

～5/10

教科書に沿った内容の動画配信．1日3本程度の動画

配信．

非同期型を中心に保護者端末を用いた同

期型を試行．アプリを用いて課題も双方向

性を模索．

レベル

３

5/11

～6/30

Zoom利用のオンラインHRから始まり，探究も含め，教

科書に沿った内容．1日５コマ程度．

非同期型と同期型を組み合わせている．課

題提出は双方向性を担保．

表１  A 小学校のオンライン学習（実施時期・内容・形態） 
表１　A 小学校のオンライン学習（実施時期・内容・形態）
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体を通しての課題提出率は８割程度であっ
た。 

２．アンケート調査・学業成績
（1）調査時期と対象

A 小学校では、現場の教員たちがコロナ
禍での子どもたちの生活・学習状況を把握す
るため、６月のオンライン学習最終日付近に
保護者対象アンケート調査を実施した。なお、
家庭によって回答日に１週間ほどのズレが生
じている。

調査は全学年の児童の保護者を対象に
Google フォームにて配信され、360 名（回答
率 83.7％）から回答が得られた。なお、小学
校中学年頃から学習のプランニングが行われ
るようになるとの指摘（伊藤 1997、藤村 
2008）を踏まえ、小学校１・２年生を分析の
対象から外した。分析の対象は、小学校３年
生 100 名、小学校４年生 88 名、小学校５年
生 120 名、小学校６年生 122 名とし、分析に
あたっては、３・４年の中学年、５・６年の
高学年の２群に分けた。
（2）調査項目

プランニング方略　保護者対象のアンケー
トでは「学習計画の立て方、学習に向う態
度」として、次の５つの選択肢を設け、1 つ
を選択してもらった。①自分で自律的に時間
を決めて計画的に取り組む（自分で計画）、
②お家の人と一緒に計画を立てて、自分で計
画的に取り組む（保護者と計画）、③保護者
が声をかければ、自分で取り組む、④保護者
が声をかければ、取り組む、⑤声をかけても
なかなか取り組まない。この質問を学習計画
の立て方に観点を絞り、「プラニング方略」
に関する項目として分析するために次のよう
に分類し直した。

◦選択肢①・②を「計画的（該当）」とし
て、選択肢③～⑤を「計画的（非該当）」
としてまとめる。

◦選択肢①を「自分で計画」、選択肢②を
「保護者と計画」、選択肢③～⑤を「計画
なし」としてまとめる。 

動画視聴方略　「動画視聴方略」として、
動画を繰り返し視聴したり、速度を速めて視
聴したり、内容をスキップしたりする学習動
画の取り組み方に注目した。こうした学習動
画の取り組み方は、教室での対面授業では見
られないものであり、動画を活用したオンラ
イン学習における学習支援のあり方を検討す
るにあたり一考に値する要素といえる。本調
査では、「学習動画の取り組み方」として、
以下の内容を複数回答可の形で質問した。①
その日の動画を何度も繰り返し観ている（繰
り返し視聴）、②速度を速めて観ている（速
めて視聴）、③必要と思う部分だけ観ている

（必要な部分だけ視聴）。田口ほか（2019）は、
大学生へのインタビュー調査を踏まえ、
MOOC の取り組み方を８項目にまとめてい
るが、本調査では、対象の学齢や動画内容の
違いから、３項目（「繰り返し視聴」「再生速
度の変更」「内容スキップ」）に絞った。なお、
先行研究として稲垣・佐藤（2015）が５つの
分類（連続視聴、停止視聴、継続視聴、遡行
視聴、視聴中断）を示しているが、本調査で
踏まえることができなかった点は今後の課題
としたい。

学業成績は、A 小学校で実施された 2019
年度２学期（コロナ禍オンライン学習前）と
2020 年度２学期（コロナ禍オンライン学後）
の４科目（算数・国語・理科・社会）のテス
ト成績の合計を 100 点満点に換算して用いた。
なお、いずれも今回の調査のために特別に実
施したテストではなく、学期末の評定をつけ
るために実施されたテストの結果を利用した。

Ⅲ．結果と考察

１．プランニング方略・動画視聴方略
年区分とプランニング方略をクロス集計し

たところ、表２の通り、高学年の方が計画的
に取り組み、自分で計画を立てていることが
明らかにされた。学齢とともにプランニング
方略が使えるようになることを示唆する結果
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であった。
プランニング方略（「計画的（該当）」／

「計画的（非該当）」）と動画視聴方略をクロ
ス集計したところ、中学年・高学年ともに、

「計画的（該当）」と「繰り返し視聴」には正
の連関、「計画的（該当）」と「必要な部分だ
け視聴」には負の連関が認められ（表３）、
計画的に取り組むほど動画を繰り返し視聴す

る傾向にあり、逆に、計画的に
取り組めないほど必要な部分だ
け視聴する傾向にあることが明
らかとなった。

さらに、プランニング方略
（「自分で計画」／「保護者と計
画」）と動画視聴方略をクロス
集計したところ、表３の通り、
高学年は自分で計画する児童ほ
ど動画を繰り返し視聴する傾向
にあった。自分で計画する児童

は、学習内容の理解・習得という目標を自分
自身で定め、その目標達成のために粘り強く
取り組んでいると考えられる。こうした傾向
は中学年には見られず、高学年になって現れ
る点にも注目したい。学習内容の理解・習得
という目標に向かって自分で計画を立て、粘
り強く繰り返す学習を促すのは、プランニン
グ方略と動画視聴方略がつながるようになる

表２ 中学年・高学年×プランニング方略 

該当 非該当

度数 72 91 18 54

% 44.2% 55.8% 25.0% 75.0%

残差 -3.4 3.4 -3.6 3.6

度数 122 75 63 59

% 61.9% 38.1% 51.6% 48.4%

残差 3.4 -3.4 3.6 -3.6

　**:p<.01

11.319** 13.212**χ2値

中学年

プランニング方略

高学年

自分で

計画

保護者と

計画

計画的に取り組む

表２　中学年・高学年×プランニング方略

【中学年】

該当 非該当 該当 非該当 該当 非該当

計画的（該当） 50(3.1) 22(-3.1) 3(-1.8) 69(1.8) 9(-2.5) 63(2.5)

計画的（非該当） 41(-3.1) 50(3.1) 11(1.8) 80(-1.8) 26(2.5) 65(-2.5)

χ2値

自分で計画 11(-0.9) 7(0.9) 2(1.7) 16(-1.7) 2(-0.2) 16(0.2)

保護者と計画 39(0.9) 15(-0.9) 1(-1.7) 53(1.7) 7(0.2) 47(-0.2)

χ2値

【高学年】

該当 非該当 該当 非該当 該当 非該当

計画的（該当） 76(2.6) 47(-2.6) 14(-0.9) 109(0.9) 25(-3.4) 98(3.4)

計画的（非該当） 32(-2.6) 43(2.6) 12(0.9) 63(-0.9) 32(3.4) 43(-3.4)

χ2値

自分で計画 45(2.2) 18(-2.2) 5(-1.3) 58(1.3) 14(0.7) 49(-0.7)

保護者と計画 31(-2.2) 28(2.2) 9(1.3) 50(-1.3) 10(-0.7) 49(0.7)

χ2値

単位：人　　カッコ内は調整済み残差 *：p  <.05 , **：p  <.01

繰り返し視聴 速めて視聴
必要な部分

だけ視聴

繰り返し視聴

6.157*

6.871**

n.s.（Fisher直接法）

4.627*

プランニング

方略

プランニング

方略

0.785 n.s.（Fisher直接法）

速めて視聴
必要な部分

だけ視聴

9.696** 3.212

0.871 11.344**

1.606 0.536

動画視聴方略

動画視聴方略

表３ プランニング方略×動画視聴方略 

表３　プランニング方略×動画視聴方略 
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高学年が適当なタイミングだと考えられる。

２．因果モデルの検証
本研究で仮定した因果モデル（図１）に基

づき、中学年と高学年それぞれについて構造
方程式モデリングによるパス解析（二値変数
を含むため対角重み付き最小２乗法による推
定を行った）を行った。結果は、図２の通り
であった。学習方略と成績との関係をまとめ
ると以下の通りとなる。

①中学年・高学年ともに、「2019 年成績」
から「プランニング方略」を経て「動画
視聴方略（繰り返し視聴）」に至るまで
の正のパスが認められたものの、そこか
ら「2020 年成績」に至るまでの正のパ
スは認められなかった。

②中学年は「保護者と計画」が「速めて視
聴」と負の影響関係でつながっている。
高学年は「2019 年成績」から「速めて
視聴」に正のパスでつながっており、そ

れが「2020 年成績」に負のパスでつな
がっている。また、「2019 年成績」は

「自分で計画」に正のパスでつながって
おり、そこから「速めて視聴」に負のパ
スでつながっている。

①の結果から、オンライン学習前の学業績
が高いほど、中学年は「保護者と計画」、高
学年は「自分で計画」のプランニング方略を
用いており、それらの方略が「繰り返し視
聴」の方略につながっている。しかし、それ
らはオンライン後の学業成績につながってお
らず、この結果は、学習方略において保護者
以外の支援の必要性を示唆するものといえる
だろう。コロナ禍のオンライン学習では学校
に通えない状況が続き、教員による支援がか
なり制限される状況となった。こうしたなか、
生徒と保護者だけでは、学業成績につながる
適切な学習方略がとれなかった可能性が考え
られる。オンライン学習を進めるのであれば、
まず学校で適切な学習方略を教えるなどの支

【高学年（5・6年生）】

-0.541**

動画視聴方略

2019年成績 2020年成績

繰り返し視聴

速めて視聴

必要な部分だけ視聴

【中学年（3・4年生）】
0.755**

0.310**

* p <0.05
** p<0.01

コロナ禍オンライン学習前 コロナ禍オンライン学習後

-0.474*

有意なパスのみ表示
実線は正の影響，破線は負の影響を表す
値はすべて標準化係数を表す

保護者と計画

自分で計画

プランニング方略

0.443**

-0.321*

動画視聴方略

2019年成績 2020年成績

繰り返し視聴

速めて視聴

必要な部分だけ視聴

1.033**

0.291**

コロナ禍オンライン学習前 コロナ禍オンライン学習後

-0.376**

有意なパスのみ表示
実線は正の影響，破線は負の影響を表す
値はすべて標準化係数を表す

保護者と計画

自分で計画

プランニング方略

0.360**

0.484**

-0.262*

-0.683**

-0.517**

* p <0.05
** p<0.01

図２ パス図 

図２　パス図
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援が必要であろう。②の結果から、成績の高
い中学年の児童は、保護者と計画的に取り組
むことで「速めて視聴」が抑制されているこ
とがわかる。また、高学年では、成績の高い
児童は速めて視聴する傾向にあり、その後の
成績に悪影響が及ぶ傾向が見られる。しかし、
自分で計画を立てることによって速めて視聴
する行為を抑制している可能性がある。

Ⅳ．まとめ

本研究は、私立 A 小学校のアンケート調
査をもとに、コロナ禍のオンライン学習で用
いられた学習方略に着目しながら、これらが
学業成績に及ぼした影響を分析した。

仮定した因果モデル「オンライン学習前の
学業成績→プランニング方略→動画視聴方略
→オンライン学習後の学業成績」を検証する
ためにパス解析を行ったところ、中学年は保
護者が一緒になって計画を立てることが、ま
た高学年は自分で計画を立てることが、繰り
返し視聴する学習方略につながるとの示唆が
得られた。今回検証した因果モデルの特徴は、
プランニング方略を動画視聴方略よりも高次
に想定している点にある（佐藤 2004）。これ
は、オンライン学習における自己調整学習の
サポートには、学習遂行段階での動画視聴方
略だけでなく、学習予見段階でのプランニン
グ方略から支援していくことが求められると
いうことだ。パス解析の結果は、これを支持
するものであった。中学年は、自分で計画を
立てることに固執する必要はなく、保護者と
一緒に計画を立てながら、目標に向けて計画
的に取り組むよう支援したい。こうした支援
の継続が高学年になってからの自己調整学習
につながると考えられる。高学年は、自分で
計画を立てて取り組むことが、繰り返し視聴
することにつながることから、自分で目標を
定めて計画を立て、その目標が達成できるま
で繰り返し視聴するよう促す支援を考えたい。
同時に、自分で計画を立てることは、成績へ

の負の影響が懸念される「速めて視聴」を抑
制する効果も期待できる。

しかしながら、オンライン学習前の学業成
績から動画視聴方略までの因果関係は認めら
れたものの、因果モデルで想定していたオン
ライン学習後の学業成績に至るまでのパスは
通らなかった。この結果は、学習方略におい
て保護者以外の支援の必要性を示すものであ
り、特に学校としての支援のあり方を検討し
ていくことが求められるだろう。

最後に、本研究の限界と今後の課題につい
て触れておきたい。本研究の分析に用いたア
ンケート調査は、教育現場におけるコロナ禍
の対応を検討するために急遽準備されたもの
で、先行研究を十分に踏まえず、検証すべき
仮説や概念が未整理のまま、実施された。ま
た、コロナ禍での調査ということもあり、回
答者を保護者に限定せざるを得なかった。今
後は、こうした不十分な点を補いつつ、回答
者の対象を児童にまで広げ、本研究では扱え
なかった「動機づけ」や「柔軟方略」「友人
リソース方略」「認知的方略」にも注目しな
がら、追跡調査を実施していきたい。
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